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湯田温泉旅館協同組合の「ＳＤＧｓ経営立ち上げ支援サービス」利用による 

『ＳＤＧｓ宣言』策定について 

  

山口銀行（頭取 曽我 德將）は、持続可能な社会の実現に向けた取り組みとして、「ＳＤＧｓ経営立

ち上げ支援サービス」を開始しており、お客さまのＳＤＧｓに関する取り組み状況の診断と今後の課題

抽出を行うことで、『ＳＤＧｓ宣言』の策定に向けた支援を行っております。この度、当サービスを通じ

て、『ＳＤＧｓ宣言』を策定されたお客さまについて、下記のとおりお知らせします。 

当行は、地域の皆さまと共に歩み、共に成長するため、様々な事業活動を通じて、多様な課題の解決に

取り組み、地域の価値向上を実践していくことにより、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。 

 

記 

１．企業概要 

企業名 湯田温泉旅館協同組合 

所在地 山口県山口市湯田温泉６丁目６－５３ 

代表者 中村 卓也 

業 種 ホテル・旅館事業協同組合 

ＵＲＬ https://yudaonsen.com  
※湯田温泉旅館協同組合の『ＳＤＧｓ宣言』については、別紙をご参照ください。 

 

２．山口フィナンシャルグループのマテリアリティ 

   山口フィナンシャルグループは、持続可能な社会の実現に貢献していくために、「グループサ 

ステナビリティ方針」を策定し、この方針に基づき、重点的に取り組むべきＥＳＧ課題である 

「マテリアリティ」を特定しております。本件は、１２のマテリアリティの中で「②地域におけ 

るイノベーション創出、地域産業の成長サポート」の実現に資する取り組みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

 
【本件に関するお問合せ先】 

ワイエムコンサルティング株式会社 担当：岡野 TEL：０８３－２５０－６４１１ 

事業性評価部 ソリューション推進グループ  担当：中原 TEL：０８３－２２３－３４４８ 

https://yudaonsen.com


湯田温泉旅館協同組合 SDGs宣言

当組合は、「湯田温泉から創り出す温泉の未来」という組合理念のもと、

事業活動を通じて「持続可能な開発目標（SDGs）」の達成に貢献し、

地域課題の解決および、持続可能な社会の実現に努めてまいります。

2025年4月1日

湯田温泉旅館協同組合

代表理事 中村 卓也

重点項目（ターゲット2030）

湯田温泉地区の魅力発信 資源循環型社会に向けた取り組み
1日2,000トンの豊富な湯量を誇る湯田温泉は多くの

効能を持ち、古くから美肌の湯として愛されてまいりま

した。当組合では湯田地区の温泉文化の継承と発展

を目指して、世界中に魅力を発信し続けてまいります。

温泉の必要量を各施設へ供給する管理体制を整え、

余った温泉水を貯湯漕に戻す循環システムの利用に

より資源保護に貢献いたします。廃棄物管理やCO2排

出抑制に取り組み、環境負荷低減に尽力いたします。

【主な取り組み】

湯田温泉地区の宿泊施設・観光・イベント情報の発信、

散策マップ・観光パンフレットの作成（日本語/英語版）、

湯田温泉の歴史・文化の継承につながる活動

【主な取り組み】

「配湯システム」の構築による温泉資源の保護、

湯田温泉地区全体の廃棄物量の把握、

使い捨て製品の使用削減

平等に活躍できる職場づくり 地域活性化への貢献
従業員一人ひとりの働き方を尊重し、心身の健康維

持とワークライフバランスの実現に努めてまいります。

湯田温泉地区内における多様な人材の雇用を推進し、

誰もが平等に活躍できる職場環境を整えてまいります。

地域のあらゆる資源を活用し、多方面と協力体制を

築きながら地域全体の活性化につなげてまいります。

地域が抱える課題の解決に率先して取り組み、地域

社会の一員として皆さまと支え合ってまいります。

【主な取り組み】

ハラスメント防止対策、多様な人材の雇用促進、長時

間労働の抑制、柔軟な勤務体制整備、健康づくりに向

けた目標・計画の策定、メンタルヘルス研修への参加

【主な取り組み】

地域資源の活用、地域団体への加入、地域行事への

積極的な参加、地元消防団の支援・参加推奨、

地域情報の社内共有

「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」とは

• 貧困、気候変動、人種・性差別、働き方などのさまざまな問題が顕在化する中、
持続可能な社会をつくるために国連が定めた国際目標です。2030年までに解決
すべき優先課題として、17の目標と169のターゲットが示されています。

• 目標を達成するために、国連や政府だけでなく、企業やNPO、個人等が幅広く担
い手として活躍するよう期待されています。

• 企業がSDGsに取り組むことで、「気候変動をはじめ経営環境が変化していく中で
も持続可能な組織である」と示すことにつながります。


